
2022(令和4)年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の効果検証について

交付金額
（47事業） 交付金額

（40事業）

※ 赤枠線部分が
「①教育」

※ 赤枠線部分が
③第3次産業」

交付金額
（15事業）

交付金額
（102事業）

令和4年度交付額

26億8,710万7千円
総括

Ⅰ 感染拡大防止(P.2) Ⅱ 市民生活支援(P.12)

♦観光地の再生・観光サービ
スの高付加価値化事業
♦再生可能エネルギー機器等
導入促進事業補助金

♦燃料高騰緊急支援事業費等

♦市民生活支援緊急対策事業
♦学校給食用物資高騰支援事業等

♦感染症対策事業（保健所関連）
♦事業所相談体制強化事業等

Ⅲ 事業者支援(P.16)

○2022(令和4)年度においては、コロナ感染拡大防

止対策と物価高騰対策のための102事業に取り組み、

市民生活の支援と地域経済の維持・回復を図った。

○社会経済活動を維持するため、市民生活支援及

び事業者支援へ重点的に配分し、地域の実情に応

じたきめ細かく幅広い支援策を展開した。

「 2022(令和4年)度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」は、

原油価格や電気・ガス料金も含めた物価の高騰が社会全体に大きな影響を与え

る中で、その負担軽減を目的に「コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分」、

「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」が創設されました。
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